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百万総トン
手持工事量（GTﾍﾞｰｽ）

2025年9月末

出典：日本船舶輸出組合（JSEA）輸出船契約実績ベースの手持工事量

日本造船業の就労者数等の推移

出所：海事局調べ 各年4月1日現在 

注：2019年建造量比で2.2年分
（24年建造量比では3.7年分）
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船価及び鋼材価格推移 

【指数】 2020年1月=100

出典：船価 Clarkson SIW

出典：鉄鋼新聞 厚板東京市中中値（各月末）

出典：LSE Steel HRC FOB China

１．我が国の造船業の現状と経営環境

手持工事量はある程度回復しているものの、鋼材価格の内外価格差や人材不足など、今後の経営状況は不透明
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出典：日本以外＝Clarkson Shipyard Monitor

日本＝日本船舶輸出組合･契約実績

日本・韓国・中国・欧州の建造量（GTシェア）

出典：Clarkson Shipyard Monitor
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日本 韓国 中国 欧州 その他[年]

9.6 M.GT 16.3 M.GT                                         27.0 M.GT

16.2 M.GT 21.7 M.GT                                    23.9 M.GT

9.9 M.GT 18.3 M.GT                                         33.2 M.GT    

5.0 M.GT 11.3 M.GT                                           18.2 M.GT    1-6月

9.0 M.GT 20.1 M.GT                                           39.0 M.GT    
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日本・韓国・中国・欧州の受注量（GTシェア）
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日本 韓国 中国 欧州 その他[年]

13.2 M.GT 25.7 M.GT                                         47.3 M.GT

9.6 M.GT 18.1 M.GT                                    22.2 M.GT

12.0 M.GT  16.7 M.GT                                              55.6 M.GT    

5.0 M.GT 10.5 M.GT                                       20.1 M.GT    1-6月

11.2 19.2 M.GT                                             103.4 M.GT    

中国：2024年シェア７割超、2025年は米国対中制裁でシェア低下

２．国際市場環境

中国や韓国の造船業は、政府による各種支援措置を背景に低船価で受注を獲得しており、公平であるべき国際競争環境が
大きく歪曲。最近、公的支援が拡充されている中国のシェアが急激に拡大している一方、日本のシェアは低下
⇒ 中国や韓国の政府支援は非常に手厚いため、公平性を確保するには更なる国の支援が必要
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MTI

三菱

JMU

常石

三井E&S

三菱

今治

MILES(ﾏｲﾙｽﾞ)商船設計･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 液化水素運搬船 量産体制構築

今治

カナデビア（旧日立造船）

新来島

八潮工業

常石 ： 傘下旧社名 三井E&S造船、三井造船昭島研究所、三保、新潟、神田

名村 ： 佐世保、函館どつく 子会社化

大島 ： 三菱重工から香焼工場取得（2024年7月第１船竣工）

新来島： サノヤス、豊橋、新高知など 系列化

合弁会社設立 買収

デジタル技術を用いた次世代
船開発技術 研究

2025年～ 2025年～

2025年～

2025年

2025年～ 2025年～2024年～2026年11月
竣工

2025年～ ： 垂直連携

： 水平連携

造船会社のグループ化拡大

今治ｸﾞﾙｰﾌﾟ(元幸陽、岩城、しまなみ、新笠戸、あいえす、多度津、南日本を系列化）

JMU(IHI/元日本鋼管/元日立造船の船舶部門、住重艦艇部門の経営統合会社）

：  NSY設立（今治とJMUによる設計営業合弁会社）
： 今治がJMUの出資比率を60％に引上げ更なる連携強化

川重

今治
JMU

造船と舶用の統合日立造船マリンエンジン

2023年～ 202４年～

◎経済安全保障重要技術育成プログラム

2021年

2025年

※学研まんがでよく分かるシリーズ
221「造船のひみつ」より引用
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３．水平・垂直連携・グループ化・統合等の動き



・海洋水産部「先端海洋モビリティ育成戦略」 2023/11/27発表

船価補助：外航船：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ低炭素船 政策対応支援事業 船価の７～10％、2027年までに59隻対象予定（2023年実績12隻）
投資：韓国産業銀行KDBが投資するファンドによるリーススキーム（2024年8月第1号案件エコバルク船に3,200万ドル投資）
融資：船舶担保価値に対し最大9％借入に金利優遇、  ✓税制優遇：船舶取得税減免措置新設、  ✓環境対応船普及への各種インフラ整備

・2015~2017年、大宇造船海洋への巨額な公的金融支援(約12兆ウォン=1.2兆円相当) （1ｳｫﾝ0.1円で換算）

・市場原理から逸脱した受注時前受け金返還保証の公的付与による受注支援※  等
※船舶建造中に造船所が倒産等した場合に公的金融機関が発注者に前払金の返還を保障

環境対応船建造促進措置

◆韓国の取組・施策

◆中国の取組・施策

経産省資料 2023/12/22 GX実現に向けた分野別投資戦略から一部引用

・2006～2013年 造船業界参入・拡大への巨額補助金 910億ドル(約14兆円）

・国輪国造： 自国貨物を自国建造船で輸送

・船舶製造業グリーン発展行動要綱： ‘23/12/26公布 

・建造能力増強 恒力造船（旧STX大連）投資総額110億元（2300億円）の新造船所建設工事(‘24年8月着工)、
中国船舶集団 天津・武漢50億元、江蘇揚子江船業30億元等、造船設備建設10ヶ所以上報道。

中国船舶工業 業種別の利益総額

JETRO香港資料(出所:中国船舶工業年鑑2009～24年)より引用

助成措置：
✓研究開発支援拡大
✓新技術･設備の初号機への政策改善と実用化支援
✓グリーン金融支援、研修教育

出所：米国報告書

目標：30年迄に ｸﾞﾘｰﾝｼｯﾌﾟ世界ｼｪｱﾄｯﾌﾟ等

【各種プレス記事より】
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大宇造船海洋に対する金融支援
（2015～2017年）

KDB 約3.8兆₩ 融資

約0.3兆₩ 株式無償消却

約0.38兆₩ 株式引受

約2.12兆₩ DES

KEXIM 約3.1兆₩ 融資

約2.3兆₩ 永久債取得

４．韓国・中国政府の支援

韓国は本来倒産すべき企業を公的に救済、中国は実質的に政府丸抱えの各種支援。また韓中とも新燃料対応支援が充実



米通商法301条に基づく調査報告：

中国の行為・政策・慣行は不合理で、米国の通商に負担を与え、制約を生じさせていると結論

中国の海運事業者や中国建造船に、米国入港時に巨額の入港料課徴など

トランプ施政方針演説：

ホワイトハウス内に造船局新設を表明。米国内建造の減税政策やインセンティブを検討

2025年1月16日

対抗措置を提案： 2025年2月21日

2025年3月4日

米国寄港船の建造国別割合（隻数ﾍﾞｰｽ）

出典：Clarkson USTR Proposals: Chinese 
Vessels & Shipbuilding, 25 Feb. 2025

対抗措置対象の中国関係船（左図は中国建造船:隻数ベース）
の米国寄港の船種別割合：
バルカー、コンテナ船、ケミカル船等の比率高

対抗措置の発表

中国建造シェア：世界の半数超

出典：Clarkson ESM, Jan 2025

米国：僅か0.2%

（パブコメや公聴会では、米国経済に悪影響として反対意見多数）

対抗措置忌避のため、一部船主は、中国から韓国等に
発注シフトを検討（報道ベース）

相互関税合戦の影響

世界経済低迷
(保護主義台頭、インフレ等)

↓
世界貿易量減少

↓
必要船腹量減少

（過剰船腹顕在化）
↓

新造船発注量減少

Cons

Pros 第３国経由輸出増加
遠距離国からの輸入にシフト など

↓
海上荷動トンマイル増加

↓
必要船腹量増加

大統領令に署名4/9（トラストファンド創設、インセンティブ制度創設）

2025年10月14日

中国の海運事業者が所有・運航する船舶、中国建造船の運航事業者(大型船が対象、空荷入港は対象外)に180日後(10/14)から貨物量に応じて入港料を
課す。今後３年間にわたり段階的に増額される。米国外で建造された自動車運搬船にも課す。
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入港料徴収開始

2025年4月17日

中国の対抗措置：米国の企業等が所有・運営する船舶、米国旗を掲揚する船舶、米国建造船を対象に、
航海毎に中国港湾に入港する際に船舶特別港湾量を段階的に徴収。10月14日から実施。

５．米国の動向

トランプ大統領来日 2025年10月27-29日 「日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の造船についての協力に
関する覚書」締結(10/28)



☞ GX経済移行債等による造船・舶用事業者への追加支援

☞ 経済安全保障推進法の特定重要物資に 『船体』又は『船舶』を追加指定、
 支援タイプの多様化や支援レベルの充実

☞ 現状の要件・優遇率等を維持し延長

経済安全保障推進法
11分野の特定重要物資と所管官庁

☞ GX経済移行債の海運分野への適用

２．造船業の基盤強化・拡充等（船舶のサプライチェーンの強靭化）

３．人材対策

１．海運税制の延長・拡充（船舶の発注喚起）

☞ 人材確保・育成対策の強化に向けた支援

2025年度末に期限切れとなる外航船舶の「特別償却制度」と「買換特例制度（圧縮記帳）」

４．艦艇・官公庁船の建造促進

☞ 建造資金の確保・拡充、防衛生産基盤強化法による支援の充実・運用の柔軟化

５．公正な国際競争環境の確立

☞ 製造現場や社屋・宿舎等の整備など就労環境の改善

☞ 鋼材等内外価格差補填

6

６．日本造船工業会が考える政策課題

日本造船業を再生・強化するためには、ゼロエミッション船等の市場への早期投入と普及促進、並びに、デジタル技術活用や
ロボット化・自動化等を進めたスマートファクトリーへの変革等が急務であるが、中韓に劣後しない政府支援が必要
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７．我が国造船業再生のための緊急提言（自民党2025.6.20)
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１．1800万GT建造能力確保に向け

「基金」創設と即時償却等税制面

での設備投資支援

【基金の使途】

①大規模投資

②DX・ロボット活用

③水平・垂直連携

④人材確保

⑤LNG運搬船建造再開

２．業界水平・垂直連携(新燃料船の仕
様標準化を含む)実現に向けた支援

３．鋼材内外価格差解消・緩和策検討

４．人材確保・育成に向けた支援

５．船舶特償、買換特例の現行要件等

を維持し延長

海運税制のイコールフッテング

*増産には大型クレーンの導入が必須、但し現状7年以上先の納期を要する

海事４団体連名要望書（要旨）

８．海事４団体連名要望書

2030年代に建造量を倍増するには、大規模投資による政府支援(長納期*に対応できる基金)が必要
2025年10月23日開催の自民党合同会議に提出



• 10年後の建造量倍増を目指し、大規模な設備投資、DX・ロ

ボット活用推進、業界水平・垂直連携、人材確保等幅広く

積極的に取り組む

• 建造量倍増には、自民党緊急提言のように投資額は１兆

円規模、但し自己資金では3500億円程度、残りを国の基金

補助で支援いただきたい

• 特に建造能力を飛躍的に伸ばすにはクレーンの増設・拡

張が必要、ただ大型クレーン導入には長い納期(7年以上

先)を要するため、基金からの支出期限を2035年までを要

望。また、設備投資にタイミングに合うよう「大胆な投資促

進税制」の期間も2035年までを要望

• 政府支援をいただきながら建造量倍増に邁進し我が国の

経済安全保障に貢献し、造船業としての責任を果たす

9

９．自民党 海造特,経済安保合同会議 (10/23) 

・10/23に自民党 「海運・造船対策特別委員会,経済安全保障推進本部合同会議」が開催
・造工・檜垣幸人会長が出席し、次期総合経済対策内での大規模かつ長期の造船基金創設等を要望

発言要旨

＜合同会議説明資料＞

合同会議にて挨拶される小林鷹之政調会長（写真上）
業界要望を述べる造工檜垣会長（写真下）

※：西銘恒三郎議員のXより転載

※:加田裕之議員のXより転載
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